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（百万円未満切捨て） 
１．平成23年3月期第1四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年6月30日） 
（１）連結経営成績（累計）                                                  （％表示は、対前年同四半期増減率） 

 経常収益 経常利益 四半期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年 3月期第1四半期 14,937 △5.0 3,090 △19.8 2,152 △31.6
22年 3月期第1四半期 15,722 △7.3 3,853 ― 3,144 ―

 

 
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期純利益 

 円   銭 円   銭

23年 3月期第1四半期 12.55 ―
22年3月期第1四半期 22.04 ―

 
（２）連結財政状態 

 総  資  産 純  資  産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

23年 3月期第1四半期 2,798,826 137,279 4.6 759.37
22年 3月期 2,718,924 137,791 4.8 763.19

(参考)自己資本 23年3月期第1四半期 130,150百万円 22年3月期 130,807百万円 
（注） 「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末少数株主持分）を期末資産の部合計で除した比率であり、「銀行法第 14 条の２の規

定に基づき自己資本比率の基準を定める件」（平成５年３月 31 日付大蔵省告示第 55 号）に基づいて算出する連結自己資本比率ではあ

りません。 

なお、「連結自己資本比率（国内基準）」については、10ページをご参照ください。 

 
２．配当の状況 

年間配当金 
 

第 １ 四 半 期 末 第 ２ 四 半 期 末 第 ３ 四 半 期 末 期  末 合  計 

 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭

22年 3月期 ― 3.00 ― 3.00 6.00
23年 3月期 ―  

23年 3月期(予想)  3.00 ― 3.00 6.00

(注)当四半期における配当予想の修正有無 ：無 

 
３．平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率） 

 経常収益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円   銭

第２四半期(累計) 28,400 △6.5 4,200 △33.5 2,300 △29.4 13.41
通  期 57,200 △7.2 7,000 △34.2 3,800 △26.6 22.17

(注)当四半期における業績予想の修正有無 ：有   



 
４．その他  （詳細は、【添付資料】P.2「その他の情報」をご覧ください。） 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

 

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ：有 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

 

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

① 会計基準等の改正に伴う変更 ：有 

② ①以外の変更 ：無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・

手続、表示方法等の変更の有無となります。 

 

（４）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 23年3月期1Ｑ 171,436,342株 22年3月期 171,436,342株

② 期末自己株式数 23年3月期1Ｑ 43,886株 22年3月期 40,876株

③ 期中平均株式数(四半期累計) 23年3月期1Ｑ 171,393,668株 22年3月期1Ｑ 142,656,691株

 
 
 
 
※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であります。 
なお、当第１四半期決算短信の開示時点において、当第１四半期連結会計（累計）期間に係る四半期財務諸表
のレビュー手続は終了しております。 

 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

業績予想については、当行が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報 
（１）連結経営成績に関する定性的情報 

連結ベースの経常収益は、貸出金利息の減少を主因に資金運用収益が減少し、さらに株式等売却

益の減少によりその他経常収益も減少したため、前第１四半期連結会計期間対比７億 85 百万円減

少し、149 億 37 百万円となりました。 

一方、経常費用は、人件費の増加を主因として営業経費が増加したものの、預金利息の減少によ

る資金調達費用の減少および役務取引等費用の減少により、前第１四半期連結会計期間対比 21 百

万円減少し、118 億 47 百万円となりました。 

この結果、経常利益は、前第１四半期連結会計期間対比７億 63 百万円減少し、30 億 90 百万円

となりました。四半期純利益は、上記のほか貸倒引当金戻入益の減少等により、前第１四半期連結

会計期間対比９億 92 百万円減少し、21 億 52 百万円となりました。 

（２）連結財政状態に関する定性的情報 
預金及び譲渡性預金の合計残高は、個人預金や地公体預金が増加したこと等により、前連結会計

年度末対比 988 億円増加し、２兆 5,629 億円となりました。 

貸出金残高は、地公体向け貸出金が増加したことから、前連結会計年度末対比 337 億円増加し、

１兆 6,941 億円となりました。 

有価証券残高は、前連結会計年度末対比 111 億円増加し、8,372 億円となりました。 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 
連結業績予想については、本日（平成 22 年８月９日）別途開示する、「業績予想の修正に関する

お知らせ」をご覧ください。 

２．その他の情報 
（１）重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。 

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 
① 簡便な会計処理 

イ．減価償却費の算定方法 

定率法を採用している有形固定資産については、年度に係る減価償却費の額を期間按分する方

法により算定しております。 

ロ．貸倒引当金の計上方法 

「破綻先」、「実質破綻先」に係る債権等及び「破綻懸念先」で個別の予想損失額を引き当てて

いる債権等以外の債権に対する貸倒引当金につきましては、平成 22 年３月期の予想損失率をも

とに合理的に見直した後の予想損失率を適用して計上しております。 

ハ．税金費用の計算 

法人税等につきましては、年度決算と同様の方法により計算しておりますが、納付税額の算出

に係る加減算項目及び税額控除項目は、重要性の高い項目に限定して適用しております。 

ニ．繰延税金資産の回収可能性の判断 

繰延税金資産の回収可能性の判断につきましては、前連結会計年度末の検討状況において使用

した将来の業績予測の結果に、前連結会計年度末からの変動が大きいと認められる一時差異を加

味して判定しております。 

② 四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理 

イ． 税金費用の処理 

連結子会社の税金費用は、当第１四半期会計期間を含む年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じるこ

とにより算定しております。 
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（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

① 会計処理基準に関する会計基準の適用 

イ．資産除去債務に関する会計基準の適用 

当第１四半期連結会計期間から「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号平成

20 年３月 31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

21 号平成 20 年３月 31 日）を適用しております。 

これにより、経常利益は３百万円減少し、税金等調整前四半期純利益は 131 百万円減少してお

ります。 

② 表示方法の変更 

（四半期連結損益計算書関係） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22 号平成 20 年 12 月 26 日）に基づく財

務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成 21 年３月 24 日内閣府令第５号）の適用により、

当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しておりま

す。 
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3. 四半期連結財務諸表 
(1) 四半期連結貸借対照表 

(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

現金預け金 39,059 40,584

コールローン及び買入手形 106,000 112,000

債券貸借取引支払保証金 40,767 －

買入金銭債権 5,520 5,243

商品有価証券 742 154

金銭の信託 4,710 5,765

有価証券 837,279 826,150

貸出金 1,694,106 1,660,341

外国為替 5,913 3,886

リース債権及びリース投資資産 14,973 15,357

その他資産 28,610 21,591

有形固定資産 39,387 39,555

無形固定資産 3,115 3,238

繰延税金資産 13,935 12,909

支払承諾見返 17,507 25,479

貸倒引当金 △52,801 △53,333

資産の部合計 2,798,826 2,718,924

負債の部   

預金 2,420,627 2,341,950

譲渡性預金 142,332 122,201

コールマネー及び売渡手形 12,387 23,260

借用金 25,051 26,102

外国為替 52 108

その他負債 22,964 20,894

賞与引当金 240 925

役員賞与引当金 12 50

退職給付引当金 10,121 10,129

役員退職慰労引当金 505 513

睡眠預金払戻損失引当金 1,708 1,482

再評価に係る繰延税金負債 7,969 7,969

負ののれん 63 67

支払承諾 17,507 25,479

負債の部合計 2,661,546 2,581,133
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(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

資本金 19,598 19,598

資本剰余金 10,745 10,745

利益剰余金 81,506 79,868

自己株式 △30 △29

株主資本合計 111,819 110,182

その他有価証券評価差額金 9,350 11,239

繰延ヘッジ損益 △883 △479

土地再評価差額金 9,864 9,864

評価・換算差額等合計 18,330 20,624

少数株主持分 7,128 6,984

純資産の部合計 137,279 137,791

負債及び純資産の部合計 2,798,826 2,718,924
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(2) 四半期連結損益計算書 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
   至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
   至 平成22年６月30日) 

経常収益 15,722 14,937

資金運用収益 11,082 10,422

（うち貸出金利息） 8,086 7,397

（うち有価証券利息配当金） 2,957 2,978

役務取引等収益 1,953 2,006

その他業務収益 2,154 2,177

その他経常収益 532 330

経常費用 11,868 11,847

資金調達費用 1,325 1,021

（うち預金利息） 949 686

役務取引等費用 588 456

その他業務費用 1,769 1,709

営業経費 7,596 8,003

その他経常費用 588 655

経常利益 3,853 3,090

特別利益 1,310 540

貸倒引当金戻入益 1,309 486

償却債権取立益 0 54

特別損失 3 139

固定資産処分損 3 11

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 127

税金等調整前四半期純利益 5,160 3,491

法人税、住民税及び事業税 943 887

法人税等調整額 995 292

法人税等合計 1,939 1,180

少数株主損益調整前四半期純利益  2,310

少数株主利益 76 158

四半期純利益 3,144 2,152
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（３）継続企業の前提に関する注記 
該当事項はありません。 

 

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 
該当事項はありません。 
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４．補足情報 
平成 23 年３月期第１四半期決算 説明資料 

（１）損益状況【単体】 

①業務粗利益 10,673 百万円 

業務粗利益は、役務取引等利益は増加したものの資金利益の減少により、前年同期対比１億１

百万円減少し、106 億 73 百万円となりました。 

②業務純益 3,293 百万円 

業務純益は、業務粗利益の減少に加え、経費が増加した結果、前年同期対比４億 91 百万円減

少し、32 億 93 百万円となりましたが、公表値 52 億円に対する進捗率は 63％となり、計画通り

推移しております。 

③第１四半期純利益 2,054 百万円

当第１四半期純利益は、経常利益の減少と貸倒引当金戻入益の減少により、前年同期対比 10

億 27 百万円減少し、20 億 54 百万円となりました。  
      （単位：百万円）

    

  

平成 23 年３月期

第１四半期 

（Ａ） 
比較 

（Ａ）－（Ｂ）

平成 22 年３月期 

第１四半期 

（Ｂ） 
 

平成 23 年３月期

第２四半期 

業績予想（参考）

業 務 粗 利 益 10,673 △101 10,774  20,300 

（除く国債等債券関係損益（５勘定尻）） (10,676) (△98) (10,774)   

 資 金 利 益 9,236 △354 9,590   

 役 務 取 引 等 利 益 1,353 179 1,174   

 そ の 他 業 務 利 益 83 74 9   

経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ） 7,379 390 6,989  15,100 

 人 件 費 3,542 472 3,070   

 物 件 費 3,278 △78 3,356   

 税 金 558 △4 562   

業務純益（一般貸倒繰入前） 3,293 △491 3,784  5,200 

 除く国債等債券関係損益（５勘定尻） 3,297 △487 3,784   

① 一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ― ― ―  0 

業 務 純 益 3,293 △491 3,784  5,200 

 うち国債等債券関係損益（５勘定尻） △3 △3 ―   

臨 時 損 益 △557 △285 △272   

 ② 不 良 債 権 処 理 額 55 68 △13  1,000 

 （貸倒償却引当費用①＋②） 55 68 △13  1,000 

 株 式 等 関 係 損 益 △26 22 △48   

 そ の 他 臨 時 損 益 △474 △236 △238   

経 常 利 益 2,733 △776 3,509  3,700 

特 別 損 益 295 △1,082 1,377   

 う ち 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 380 △1,000 1,380   

税 引 前 四 半 期 純 利 益 3,029 △1,858 4,887   

四 半 期 純 利 益 2,054 △1,027 3,081  2,100 

（注）表中の「平成 23 年３月期第２四半期業績予想」につきましては、別途開示の「業績予想の修正に関するお知

らせ」における修正後の数値を記載しております。
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（２）「金融再生法ベースのカテゴリーによる開示」（連結） 
    (単位：億円)  (参考)      (単位：億円)

                

                 
平成22年６月末 平成21年６月末  平成22年３月末（実績）

破産更生債権及び 
これらに準ずる債権 

１９７ ２８１  １９６ 

危険債権 ６２６ ５６２  ６２４ 

要管理債権 ４８ ８８  ４９ 

計 ８７２ ９３２  ８７０ 

  

総与信額 １７，５３５ １７，２３０  １７，２８５ 

総与信に占める開示額の割合
（不良債権比率） 

４．９７％ ５．４１％  ５．０３％ 

（注）上記の四半期末計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第４条に規定する各債権

のカテゴリーにより分類しておりますが、集計方法については以下の点につき連結会計年度末または中間連結

会計期間末に開示する計数とは異なるため、計数は連続しておりません。 

 

①「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」および「危険債権」 

イ．開示区分 

連結会計年度末または中間連結会計期間末時点における債務者区分（※）をベースとし、

四半期中に倒産、不渡り及び廃業等の客観的な事実ならびに行内格付の変更等があった債務

者について、当行及び連結子会社の定める自己査定基準に基づき債務者区分の見直しを行

なっております。 

ロ．開示金額 

各四半期末時点における残高をベースとしております。 

 

②「要管理債権」 

イ．開示区分 

連結会計年度末または中間連結会計期間末時点における債務者区分（※）をベースとし、

四半期中に正常先、要注意先の債務者に対する債権のうち、新たに３ヵ月以上延滞となっ

た債権、貸出条件を緩和したことを確認している債権等について、当行及び連結子会社の

定める自己査定基準に基づき債務者区分の見直しを行っております。 

ロ．開示金額 

各四半期末時点における残高をベースとしております。 

 

※債務者区分との関係：破産更生債権及びこれらに準ずる債権（実質破綻先、破綻先の債権） 

危険債権（破綻懸念先の債権） 

要管理債権（要注意先のうち、元金又は利払いが３ヵ月以上延滞して

いるか、又は貸出条件を緩和している債権） 
 

（参考）「金融再生法ベースのカテゴリーによる開示」（単体） 
    (単位：億円)  (参考)      (単位：億円)

 平成22年６月末 平成21年６月末  平成22年３月末（実績）

破産更生債権及び 
これらに準ずる債権 

１７９ ２６１  １７７ 

危険債権 ６１２ ５４７  ６０９ 

要管理債権 ４３ ８４  ４４ 

計 ８３５ ８９３  ８３２ 

 

総与信額 １７，２８６ １６，９６０  １７，０２８ 

総与信に占める開示額の割合
（不良債権比率） 

４．８３％ ５．２６％  ４．８８％ 
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（３）自己資本比率（国内基準） 
          (参考) 

 平成22年６月末（速報値） 平成21年６月末  平成22年３月末（実績） 

連結自己資本比率 １１．７２％ ９．５２％  １１．４９％ 

連結Ｔｉｅｒｌ比率 ９．７７％ ８．３８％  ９．５３％ 

 

 平成22年６月末（速報値） 平成21年６月末  平成22年３月末（実績） 

単体自己資本比率 １１．１５％ ９．０２％  １０．９４％ 

単体Ｔｉｅｒｌ比率 ９．０７％ ７．７５％  ８．８６％ 

 

（４）時価のある有価証券の評価差額（連結） 

     (単位：億円)  (参考)          (単位：億円)

 平成22年６月末 平成21年６月末  平成22年３月末（実績） 

 時価 評価差額 時価 評価差額  時価 評価差額 

       うち益 うち損   うち益 うち損    うち益 うち損

その他有価証券 8,290 155 217 61 7,635 105 195 90  8,180 184 229 44

 株式 384 39 71 31 442 87 110 22  438 96 113 16

 債券 6,249 119 126 7 5,817 51 75 24  6,075 89 100 10

 その他 1,656 △3 18 22 1,375 △33 9 43  1,666 △1 15 17

（注）１．「評価差額」および「含み損益」は、帳簿価額（償却原価法適用後、減損処理後）と時価との差額を計上しており

ます。 

２．時価のある有価証券の評価方法は、洗替え法を採用しております。 

３．なお、満期保有目的の債券に係る含み損益は以下のとおりであります。 

     (単位：億円)  (参考)            (単位：億円)

 平成22年６月末 平成21年６月末  平成22年３月末（実績） 

 含み損益 含み損益  含み損益 

 

帳簿
価額  うち益 うち損

帳簿
価額  うち益 うち損  

帳簿 
価額  うち益 うち損

満期保有目的の
債券 

35 0 0 ― 31 0 0 ―  35 0 0 0
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（５）預金等・貸出金の残高（単体） 

①預金等（末残） 
 （単位：億円、％） （参考） （単位：億円）

平成22年６月末  

 21年６月末比 

（増減率） 

22年３月末比 

（増減率） 

21年６月末 22年３月末 

709 985 
預金等 25,673 

（2.8） （4.0）
24,964 24,688 

304 232 
うち法人預金等 5,897 

（5.4） （4.1）
5,593 5,665 

263 366 
うち個人預金等 16,537 

（1.6） （2.3）
16,274 16,171 

677 1,013 

 

うち大分県内 24,442 
（2.8） （4.3）

23,765 23,429 

 (注)預金等＝総預金＋譲渡性預金 

 

②貸出金（末残） 
 （単位：億円、％） （参考） （単位：億円）

平成22年６月末  

 21年６月末比 

（増減率） 

22年３月末比 

（増減率） 

21年６月末 22年３月末 

420 334 
貸出金 16,998 

（2.5） （2.0）
16,578 16,664 

△377 △76 うち中小企業等 

貸出残高 
10,189 

（△3.6） （△0.7）
10,566 10,265 

中小企業等貸出 

比率 
59.9 △3.8 △1.7 63.7 61.6 

65 △13 
うち個人ローン 4,181 

（1.6） （△0.3）
4,116 4,194 

49 △8 

 

うち大分県内 12,631 
（0.4） （△0.1）

12,582 12,639 

（注） 中小企業等とは、資本金３億円(ただし、卸売業は１億円、小売業、飲食業、物品賃貸業等は５千万円)以下の会社

又は常用する従業員が300人(ただし、卸売業、物品賃貸業等は100人、小売業、飲食業は50人)以下の企業等であり

ます。 

 

（６）預り資産残高（公共債、投資信託、保険商品等）（単体） 
 （単位：億円、％） （参考） （単位：億円）

平成22年６月末  

 21年６月末比 

（増減率） 

22年３月末比 

（増減率） 

21年６月末 22年３月末 

△42 △60 
投資信託残高 578 

（△6.8） （△9.4）
620 638 

264 75 
生保商品残高 1,447 

（22.3） （5.5）
1,183 1,372 

6 △5 
外貨預金残高 92 

（7.0） （△5.2）
86 97 

△103 △33 
公共債残高 1,741 

（△5.6） （△1.9）
1,844 1,774 

126 △22 
預り資産残高 3,859 

（3.4） （△0.6）
3,733 3,881 

 

以 上 
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